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Ａ　1週間の所定労働時間が20時間未満となったときは、喪失原因「２」での資格喪

失となります。

　なお、所定労働時間の変更が、20時間以上となる労働条件に復帰することを前提

とした臨時的・一時的なものである場合には（育児のために時間を短縮した場合に

は、その子が小学校就学の始期に達するまで）、資格喪失の手続は必要ありませ

ん。

Ａ　原則、有期契約労働者は雇用契約期間満了日の翌日に資格喪失することとなりま

すが、概ね3カ月以内に次の雇用開始が予定されている場合には、被保険者資格を

存続させることができます。

　ただし、3カ月を超えることが明らかとなった場合又は結果的に超えるに至った

場合や、以後1週間の所定労働時間が20時間以上となる労働条件での雇用が開始さ

れないことが明らかとなった場合には、雇用契約期間満了日の翌日に遡って被保険

者資格を喪失したものとして取扱います。

Ａ　雇用保険では、原則、雇用時に資格取得、離職時に資格喪失の手続を必要としま

す。しかし、ご質問の場合は、定年退職し、退職した日の翌日から嘱託として再雇

用され、事実上雇用関係に中断はなく、実質は単に身分の切替えがあったにすぎな

いものと考えられますので、資格喪失、資格取得の手続は必要ありません。

　ただし、再雇用した際に1週間の所定労働時間が20時間未満にとなる場合には、

資格喪失の手続が必要となります。

○　被保険者に関する諸手続Ｑ＆Ａ

Ｑ　従業員の1週間の所定労働時間が変更となり、被保険者として取扱われない
20時間未満となった場合、どのような手続が必要ですか。

Ｑ　有期契約労働者の方の雇用契約期間が満了しましたが、2カ月経過後、再度
雇用することが予定されています。このような場合も一度喪失の手続きをする
必要があるのでしょうか。

Ｑ　定年退職者を再雇用するときは？
　　当社に来年定年を迎える者がおり、退職日の翌日から嘱託として、再雇用す
る予定ですが、資格喪失・取得の手続きは必要なのでしょうか。
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　賃金、給料、手当、賞与、その他名称のいかんを問わず、労働の対償として事業主
が労働者に支払うすべてのものをいいます。
　すなわち、
　(1)「事業主が労働者に支払ったもの」であること
　(2)「労働の対償として支払われたもの」であること
　の二つの要件を備えているものをいいます。

　(1)　事業主を通じないで従業員が得るもの、例えば、従業員がお客様等から直接
　　受け取ったチップ等は「事業主が労働者に支払ったもの」にならず、賃金とはなり
　　ません。
　(2)「労働の対償として支払われたもの」とは、
　　①　実費弁償的なものでないこと
　　②　任意的、恩恵的なものでないこと･････労働協約、就業規則、給与規定、労
　　　働契約等によるほか、事業所の確立した慣習等によりその支給が事業主に義務
　　　づけられているものをいいます。

　上記１「雇用保険法上の賃金」のすべてが対象となります。

　上記１「雇用保険法上の賃金」から、次の(1)と(2)の賃金を除いたものが「離職証
明書等に記載できる賃金」となります。すなわち、毎月の定期給与として支払われる
賃金が対象となります。

(1)「臨時に支払われる賃金」
　　　臨時に支払われる賃金とは、支給理由の性格が臨時的であるもの、及び支給理
　　由の発生が臨時的であるもの、すなわち支給されることがまれであるか、あるい
　　は不確実であるものをいいます。

(2)「3か月を超える期間ごとに支払われる賃金」
　　　３か月を超える期間ごとに支払われる賃金とは、毎月決まって支払われる賃金

１　雇用保険法上の賃金とは

２　労働保険料の算定となる賃金とは

３　離職証明書等に記載できる賃金とは

第６章　賃金について
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以外のもの、すなわち毎月の定期給与以外の賃金のうち、年間を通じての支給回
数が３回以下の場合が該当します。

　　　したがって、労働協約、就業規則等により年間を通じて４回以上支給されてい
　　る場合は、３か月を超える期間ごとに支払われる賃金に該当しません。
　　　具体的な算定方法は、以下のとおりです。
　　①　支給回数の算定は、賃金の名称が異なっても同一性質を有すると認められる
　　　ものごとに算定を行います。
　　　　したがって、賞与として年２回、決算手当として年２回支給される場合は名
　　　称は異なっても、一般的に同一性質を有するものと認められますので、これら
　　　をまとめて年４回の支給として算定します。
　　②　３か月を超える期間ごとに支払われることが規定等で定められている賃金が、
　　　実際の支給に際し、事業主の都合により分割された場合は、分割したものをま
　　　とめて１回の支給として算定します。

　通貨以外のもので支払われる賃金の範囲は、食事、被服及び住居の利益のほか、ハ
ローワーク（公共職業安定所長）が定めるものをいいます。
　現物給与について代金を徴収するものは、原則として賃金とはなりませんが、当該
徴収金額が実際費用の 3分の 1を下回っている場合は、実際費用の 3分の 1に相当す
る額と徴収金額との差額部分は、賃金として取扱いますが、実際費用の 3分の 1を上
回る代金を徴収するものは現物給与とはなりません。

４　賃金の範囲に参入される現物給与とは
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５　賃金と解されるものと、解されないものの具体例

出張旅費、宿泊費、赴任手当
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